
令和6年度実施状況（1箇所）

【実施事業概要】　　　

成果に係る評価

　令和6年度は相談4件中申請に至ったのは1件であったが、私道を舗装することで、通行時の安全性及
び道路の耐久性が高められ、かつ、側溝を新設することによって排水環境の改善が図られた。
　また、住民が供用する私道等の整備を促進することで、市民の交通安全の確保、生活環境の改善・向
上が図られることから、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

6,000,000 1,865,000 1,865,000

補　助
6,857千円 3,625千円 4,375千円 5,486千円 1,865千円

交付額

内容

側溝 側溝 側溝 側溝 側溝

　Ｌ＝ 29.00ｍ 　Ｌ＝ 56.60ｍ 　Ｌ＝ 10.00ｍ

交　付
6件 3件 5件 4件 1件

件　数

　Ｎ＝1箇所 　Ｎ＝1箇所

　計　　　6箇所 計　3箇所 計　5箇所 計　4箇所 計　1箇所

　Ｌ＝117.90ｍ

舗装 舗装 舗装 舗装 舗装

　Ｌ＝ 17.50ｍ

　Ａ＝1,573.00㎡ 　Ａ＝470.00㎡ 　Ａ＝467.00㎡ 　Ａ＝1,704.00㎡ 　Ａ＝624.00㎡

道路反射鏡

河南地区　1箇所 河北地区　2箇所

河南地区　2箇所 牡鹿地区　1箇所

成　　　　果

　令和6年度は1箇所の申請に対して補助金の交付を行い、舗装や側溝の設置を支援することで私道利用
者の生活環境の向上及び交通の安全確保が図られた。

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

箇所数

石巻地区　3箇所 石巻地区　2箇所 石巻地区　3箇所 石巻地区　2箇所 河北地区　1箇所

河北地区　1箇所 河南地区　1箇所

道路反射鏡

計 4世帯 624.00㎡ 117.90ｍ取　組　実　績

　地域住民複数で利用する私道等の整備に対し、補助金を交付した。

実施場所 対象世帯数 舗装 側溝整備 その他

小船越字山畑 4世帯 624.00㎡ 117.90ｍ －

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　市民の生活環境の向上及び交通の安全を確保するため、住民が供用する私道等の整備（舗装新設、側
溝新設、敷砂利、道路反射鏡新設、補修、参道土工）に対し、舗装55/100、側溝70/100を補助する。

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

事業 私道舗装等助成費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 私道舗装等助成事業

1 目 道路橋りょう総務費 第 3 節

- 208 -

1　橋梁

　(1)　業務委託　 橋梁定期点検及び長寿命化修繕計画策定業務

石巻大橋ほか1橋橋梁補修設計業務、四ツ筒橋ほか23橋橋梁補修設計業務

　(2)　補修工事　 上稲荷橋ほか2橋補修工事、馬鞍橋ほか3橋補修工事、井内機場2号橋補修工事

根岸橋ほか3橋補修工事、石巻大橋基礎杭電気防食設備補修工事

2　トンネル

　(1)　業務委託　 牧山西トンネル補修設計業務

　(2)　補修工事　 サンファントンネル照明設備補修工事

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

成　　　　果

　定期点検要領に基づき、計画的な点検及び修繕等により施設の長寿命化が図られた。

項目 定期点検等 補修設計 補修工事

内容

Ｒ4橋梁点検
　・231橋
Ｒ4橋梁長寿命化修繕計画
　・584橋
Ｒ5橋梁点検
　・54橋（内5橋ＪＲ委託
分）
Ｒ5橋梁長寿命化修繕計画
　・280橋
Ｒ4～5
　トンネル長寿命化修繕計画
　・7箇所
Ｒ6橋梁点検
　・67橋
Ｒ6橋梁長修繕寿命化修繕計
画
　・67橋

204,922,744 204,780,362 112,050,000 73,600,000 19,130,362

Ｒ4橋梁
　・井内機場2号橋ほか4橋
Ｒ5橋梁
　・馬鞍橋ほか7橋
Ｒ5付属物
　・伊原津横断歩道橋
Ｒ6橋梁
　・石巻大橋ほか25橋
Ｒ6トンネル
　・牧山西

Ｒ3～4橋梁
　・山下跨線歩道橋
Ｒ4～5橋梁
　・根岸前1号橋ほか5橋
Ｒ4～5トンネル
　・サンファン、雄勝
Ｒ6橋梁
　・上稲荷橋ほか12橋
Ｒ6トンネル
　・サンファン

成果に係る評価

　橋梁及びトンネルの長寿命化修繕計画に基づき、道路施設（橋梁、トンネル、附属物）の点検実施と
併せて長寿命化修繕計画を更新し、また、点検により補修を必要とする橋梁及びトンネルの設計を進
め、補修工事においては、過年度の補修設計に合わせて計画的に工事発注を行い、道路施設の安全を確
保し、事業の進捗を図ることができた。
　本事業は、従来の事後保全的な修繕から計画的かつ予防保全的な修繕へ転換を図り、効率的な道路施
設の維持管理のために、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

取　組　実　績

　道路法施行規則の改正に伴う、5年に1度の道路施設の点検について、定期点検要領に基づき橋梁等の
定期点検を実施した。また、令和3、4年度の点検結果をもとに、補修が必要となった橋梁の補修設計及
び補修工事を実施した。

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　道路施設（橋梁、トンネル、附属物）の点検を行い、その成果を基として、長寿命化修繕計画を更新
し、従来の事後保全的な修繕から計画的かつ予防保全的な修繕へ転換を図り、道路施設の安心、安全を
確保する。

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

事業 道路ストック長寿命化事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 道路ストック長寿命化事業

2 目 道路維持費 第 3 節
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1　小谷地1号道路　黒沢西横須賀道路

　(1)　側溝設置　道路舗装

2　扇平道路　　鹿164号

　(1)　道路舗装

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

24,600,000 24,599,300 24,599,300

　黒沢西横須賀道路 Ｌ＝120.0ｍ Ｗ＝4.6ｍ 6,651,700円

成果に係る評価

　計画的に側溝設置及び道路舗装の実施により、当該地区の住環境の向上が図られた。
　今後においても年次計画により、継続して事業を実施することで、排水機能の改善及び道路の安全性
を高め、都市機能の向上に努める。

Ｒ6
内訳

路線名 延長 幅員 事業費

　扇平道路 Ｌ＝ 74.0ｍ Ｗ＝6.3ｍ 4,950,000円

Ｌ＝143.0ｍ Ｗ＝5.3ｍ 8,157,600円

　小谷地1号道路 Ｌ＝ 73.0ｍ Ｗ＝4.5ｍ 4,840,000円

　鹿164号

Ｒ5 側溝設置、道路舗装 4 39,999,300円

Ｒ6 側溝設置、道路舗装 4 24,599,300円

取　組　実　績

　未整備の市道等の改修を実施した。

成　　　　果

　年次計画に従い、4箇所の側溝設置及び道路舗装等の道路改良工事を実施し、住環境の改善と居住者
の利便性の向上が図られた。

年度 実施内容 箇所数 事業費

Ｒ3 側溝設置、道路舗装 5 13,999,920円

Ｒ4 側溝設置、道路舗装 4 19,999,100円

建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　都市計画区域外である河南地区の各地域において、震災後、民間事業者により整備された小規模宅地
開発に伴い、隣接する未整備の市道や水路の改修が多く要望されている。
　本事業の実施により、当該住環境の改善と居住者の利便性の向上を図るとともに、本市への定住を促
進する。

　○ 事業実施計画箇所数　19箇所

事業 河南地区小規模宅地開発対策事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 河南地区小規模宅地開発対策事業〔復興基金〕

2 目 道路維持費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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1　冠水対策測量設計業務

　(1)恵み野五・茜平五丁目線測量業務

　・基準点測量　Ｎ＝2点　・路線測量Ｌ＝0.07ｋｍ　

　(2)南中里四・新境町一丁目線道路改良測量設計業務

2　冠水対策工事

　(1)恵み野五・茜平五丁目線冠水対策工事

 　　施工延長 Ｌ＝75.59ｍ　

　　　・排水構造物工、舗装工、標識工、構造物撤去工、区画線工　

　(2)恵み野一・茜平五丁目線冠水対策工事

   　施工延長 Ｌ＝67.10ｍ　

　　　・排水構造物工、舗装工、標識工、構造物撤去工、区画線工　

【事業の進捗】

78.9％

1,502,500

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

47,700,000 37,702,500 36,200,000

成果に係る評価

　三陸道アンダーパスについては、日常的に交通量の多いところであり、大雨時の道路冠水による通行
止めの対応を行うことで通行に支障をきたしていたが、道路の嵩上げと側溝の敷設替の工事を実施した
ことにより、大雨等による近隣の住宅への浸水を防除し、都市機能の向上を図った。

取　組　実　績

　三陸道アンダーパスの道路路面の嵩上げ工事を実施し完了した。また、南中里四・新境町一丁目線の
測量設計業務を実施した。

　・基準点測量Ｎ＝11点　・現地測量Ａ＝0.017ｋ㎡

　・路線測量Ｌ＝0.43ｋｍ　・道路詳細設計Ｌ＝0.43ｋｍ

成　　　　果

　道路の嵩上げ工事を実施したことにより、冠水被害の軽減が図られる。

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ6 37.0％ 29.2％

建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ32

目的及び事業内容

　復旧・復興事業により、主要な雨水幹線管渠や排水ポンプ場の整備が概ね完成した中にあって見えて
きた、局地的な冠水常襲箇所における被害の軽減・解消に向けたピンポイントの緊急冠水対策事業を実
施する。
・三陸道アンダーパスの歪み箇所の道路路面の嵩上げ及び路面排水を速やかに幹線管渠に導く側溝改良

事業 道路新設改良事業費 ( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 緊急冠水対策事業（道路分）

4 目 道路新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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　用地測量設計業務及び地質調査業務を実施した。

1 寄磯地区避難道路

　(1)　寄磯地区避難道路測量設計業務

　　　 ・基準点測量　　　Ｎ＝9点

　　　 ・用地測量　　　　Ａ＝0.016ｋ㎡

　　　 ・路線測量　　　　Ｌ＝0.40ｋｍ

　　　 ・道路詳細設計　　Ｌ＝0.40ｋｍ

　(2)　寄磯地区避難道路地質調査業務

　　　 ・機械ボーリング　Ｌ＝19.6ｍ

　　　 ・土質調査　　　　Ｎ＝一式

　　　 ・資料解析　　　　Ｎ＝一式

　　　 ・弾性波探査　　　Ｌ＝0.074ｋｍ

【事業の進捗】

　本事業は新たな避難道路の整備事業だが、法線を決めるうえで地域住民と協議を進めていたが、起終
点の高低差や急峻な地形の影響などから時間を要し、その後の地質調査や測量設計業務に遅れが生じ
た。
　今後は、早期の工事完了を目指し、関係地権者や関係機関との協議を行い、事業の円滑な推進を図
る。

6,600,000 6,600,000 6,600,000

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：円）

予算額 決算額

取　組　実　績

成　　　　果

　測量設計業務等を実施した。（Ｒ7年度に完了見込）

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ6 3.0％ 0.8％ 26.7％

成果に係る評価

予算の執行状況

建設部道路課 　実施計画掲載ページ  －

目的及び事業内容

　寄磯浜の東森山から前浜住宅地に通じる避難道路を新たに整備し、大規模災害等の非常時における地
域住民の安全・安心を確保するもの。
・全体計画：延長Ｌ＝415.0ｍ、幅員Ｗ＝3.0ｍ～6.0ｍ
・施工箇所：石巻市寄磯浜前浜ほか1字 地内
・事業期間：令和6年度～令和10年度

事業 道路新設改良事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 寄磯浜避難道路整備事業

4 目 道路新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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　道路改良工事等を実施した。

1　山崎馬鞍線（中島工区）

　(1)　山崎馬鞍線（中島工区）軟弱地盤対策調査設計業務

　(2)　山崎馬鞍線（中島工区）道路改良（その5）工事　

【事業の進捗】

成果に係る評価

　道路改良工事を進めていたが一部埋設物が支障となることが判明したことから、年度内の完成が困難
となり、翌年度に事業を延伸した。
　今後も河川管理者等関係機関との協議を十分に行い、事業の円滑な推進を図る必要がある。

4,023,967

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

164,251,403 161,878,967 76,055,000

Ｒ5 54.4％ 39.2％

81,800,000

72.1％

Ｒ6 78.8％ 54.2％ 68.8％

12.6％ 27.6％

Ｒ4 45.7％ 28.3％ 61.9％

取　組　実　績

施工区間  　Ｌ＝640.0ｍ

Ｒ6実施分　 Ｌ＝540.0ｍ

成　　　　果

　各種業務及び道路改良工事を実施し、事業の進捗を図った。

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ2 7.9％ － －

Ｒ3 45.7％

建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　本線は、飯野川地区内の生活幹線道路であり、国道45号へ通じる路線で、石巻市街地等への通勤及び
通学等に利用する地域間道路でもあるが、狭あいで歩車道が分離されていないため、一般車両の通行及
び歩行者等が危険な状況にあることから、宮城県が実施する河川災害復旧事業に併せて整備することに
より、地区内交通の円滑化、歩行者及び通行車両の安全確保を図る。
・全体計画　Ｌ＝1,330ｍ　Ｗ＝9.5ｍ
・施工箇所  中島地内
・実施期間　平成25年度～令和8年度

事業
山崎馬鞍線道路改良事業費（中島工
区）

( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 山崎馬鞍線道路改良事業（中島工区）

4 目 道路新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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　宮城県と道路改良工事及びアロケーション事業に係る基本協定及び実施協定を締結した。

1　山崎馬鞍線（馬鞍工区）

　(1)　道路改良（その３）工事　Ｌ＝343.7ｍ完了　

　(2)　宮城県とのアロケーション協定　Ｌ＝250.0ｍ　

【事業の進捗】

※令和元年度に事業期間と事業費の見直しを行った。

984,500

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

101,000,000 100,984,500 50,000,000 50,000,000

Ｒ6 87.0％ 75.9％ 87.2％

成果に係る評価

　本事業における令和6年度市施工分の延長Ｌ=343.7ｍの道路改良工事の完了に続き、県とのアロケー
ション区間についても、早期の整備を求めていく。
　今後も、国・県関係機関と引き続き協議を重ねて、地元地権者の理解と協力を得ながら、事業の進捗
を促進する必要がある。

Ｒ4 67.8％ 67.8％ 100.0％

Ｒ5 実績なし 実績なし 0.0％

取　組　実　績

成　　　　果

　道路改良工事等を実施した。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ2 69.3％ 26.9％ 38.8％

Ｒ3 71.5％ 46.9％ 65.6％

建設部道路課 　実施計画掲載ページ P35

目的及び事業内容

　本路線は、北上地区と河北地区を結ぶ生活幹線道路であり、国道45号へ通じる市街地等への通勤等に
利用する地域間道路である。地区内交通の円滑化、歩行者及び通行車両の安全確保を図り、緊急時の避
難路として整備する。
・全体計画　山崎馬鞍線（馬鞍工区）　延長Ｌ＝555ｍ、幅員Ｗ＝8.5ｍ、橋梁Ｎ＝1基
　　　　　　河北長尾線（県とのアロケーション事業）　延長Ｌ＝847.7ｍ、幅員Ｗ＝8.5ｍ
・施工箇所　石巻市北上町橋浦字新三貫沢～石巻市馬鞍字土手下
・事業期間　平成22年度～令和8年度

事業
山崎馬鞍線・河北長尾線道路改良事
業費

( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名
山崎馬鞍線（馬鞍工区）・河北長尾線道路改良事
業

4 目 道路新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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1　新田町谷地中線

　(1)　事業用地取得、物件移転補償、 電柱等移設補償、支障移転修繕

　(2)　新田町谷地中線歩道設置工事　Ｌ＝292.6ｍ　Ｗ＝3.0ｍ（繰越）

　(3)　新田町谷地中線ほか２路線測量設計業務　Ｌ＝530.0ｍ

2　明治橋稲井小・中学校線 　

　(1)　明治橋稲井小・中学校線道路改良（その2）工事　Ｌ＝448.0ｍ　Ｗ＝9.25ｍ（繰越）

3　三輪田線

　(1)　刈田橋橋梁詳細設計業務（繰越）

　(2)　三輪田線測量設計（その2）業務（繰越）

　(3)  電柱等移設補償、支障移転修繕

  (4)　三輪田線道路改良（その5）工事　Ｌ＝688.0ｍ　Ｗ＝8.75ｍ（繰越）

  (5)　三輪田線道路改良（その6）工事　Ｌ＝114.0ｍ　Ｗ＝8.75ｍ

　事業用地の取得及び道路改良工事を進め、事業の進捗を図った。

【事業の進捗】

※事業完了路線：中浦橋釜北橋線、新立野元浦屋敷線（令和4年度）

245,031,710 244,064,310 121,541,000 116,300,000 6,223,310

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

43.0％ 96.0％

0.0％ 0.0％

成果に係る評価

　新田町谷地中線、明治橋稲井小・中学校線、三輪田線について、歩道設置に伴う道路改良を実施した
ことで、緊急時における市民の安全な避難経路の確保が図られた。
　今後も早期の工事完了を目指し、関係地権者や関係機関との協議を十分に行い、事業の円滑な推進を
図る必要がある。

Ｒ4 34.6％ 20.5％ 59.2％

Ｒ5 40.0％ 30.4％ 76.0％

款 土木費 事業名 避難路整備事業

4 目 道路新設改良費 第 3 節

Ｒ3 15.8％ 7.6％ 48.1％

取　組　実　績

　道路改良工事等を実施した。

成　　　　果

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ2 7.4％

Ｒ6 44.8％

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　令和元年台風19号のような災害に備え、地域防災拠点となる公共の指定避難施設の強化・充実が急務
であり、その一環として、有事に指定避難施設までの避難を安全かつ迅速に行うための避難路の整備が
課題となっており、歩道の設置と車道の拡幅整備により、歩行者及び通行車両の円滑な交通・安全確保
を図り、避難路としての安全な通行を確保する。
・整備路線名：中浦橋釜北橋線、新立野元浦屋敷線、新田町谷地中線、明治橋稲井小・中学校線、三輪
　　　　　　　田線
・事業期間：令和2年度～令和10年度

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

事業 避難路整備事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8
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その他 一般財源

696,170,000 681,274,380 334,270,000 253,700,000 90,625,380 2,679,000

成果に係る評価

　仮桟橋設置工事及び橋脚躯体工の鋼管矢板打設が完了し、新たに鋼管矢板内の掘削及びコンクリート
打設に着手し、事業の進捗が図られた。地元市民も東中瀬橋の完成と供用開始を心待ちしていること、
また、直轄河川内の工事期間の制限もあることから、引き続き関係機関等と調整を図りながら、事業を
円滑に進め早期に完成させる必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

円 380,396,400 円 25.5

％

Ｒ6 2,042,265,000 円 1,431,949,400 円 70.1 ％

Ｒ5 1,987,703,200 円 751,077,620 円 37.8

成　　　　果

　仮桟橋設置工事及び橋脚躯体工の鋼管矢板打設が完了し、新たに鋼管矢板内の掘削及びコンクリート
打設に着手した。

年度
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

Ｒ2 1,489,221,400 円

％

Ｒ4 1,489,221,400 円 735,597,300 円 49.4 ％

235,528,700 円 15.8 ％

Ｒ3 1,489,221,400

取　組　実　績

1　業務委託の実施

　(1)　工事積算及び工事監理業務　　　　　　　　　　　一式

2　工事の実施

　(1)　仮桟橋設置工事　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ＝101.8ｍ（Ｒ4からの継続）

　(2)　橋梁下部工工事（橋脚部　鋼管矢板製作・打設）　Ｎ＝22本（Ｒ5からの継続）

　(3)　橋梁下部工工事（橋脚部　鋼管矢板基礎工、橋脚躯体工）　一式

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　湊地区から中瀬地区へのアクセス道路及び避難行動の迅速化を図ることを目的として、自転車歩行者
道路を整備する。

　延長Ｌ＝115ｍ　　幅員Ｗ＝4.8ｍ

事業 東中瀬橋整備事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 橋りょう整備事業　東中瀬橋

5 目 橋りょう新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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1　令和6年度事業実施状況　

　(1)　宮城県が実施した本市内の急傾斜地崩壊対策事業に対し、事業費の一部を負担した。

　・工事：下沢、小滝の1、小滝の3

　

　(2)　土砂災害防止月間に合わせ、県と市が合同で土砂災害危険箇所パトロールを実施した。

負担割合：県9割　市1割

その他 一般財源

30,000,000 30,000,000 30,000,000

30,000千円 

成果に係る評価

　宮城県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に対する負担金を支出し、本市の下沢及び小滝の1について
は、令和7年度での完了が見込まれるものとなり、災害への安全性の向上が図られた。
　しかし、近年の集中豪雨などの災害から生命の保護及び崩壊を未然に防ぐため、事業化されていない
箇所についても引き続き県に危険区域の事業実施を要望し、事業の進捗を促進させる必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

負担金額 5,115千円 13,800千円 20,700千円 30,000千円 

地方債

 崎山の2  崎山の2  箕輪

 小滝の3  小滝の3  崎山の2  小滝の3

 下沢  下沢

 下沢  小滝の1  小滝の1  小滝の1  小滝の1

目的及び事業内容

　急傾斜地法に基づき、県が事業主体となり対策を行う事業。
　急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対して崩壊を防止する事業で、事業費の一部を負担すること
で、土砂災害に対する安全性が図られる。

取　組　実　績

成　　　　果

　令和6年度は、継続事業の下沢、小滝の1で宮城県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に対する負担金を
支出し、事業の推進を図ることで、土砂災害に対する安全性の向上が図られた。

【実施事業概要】

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

場所

 羽黒町  下沢  下沢

( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ32

予
算
科
目 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

事業 県営事業負担金

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 目 急傾斜地崩壊対策事業費

8 款 土木費 事業名 県営事業急傾斜地対策事業

第 3 節
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10,242,100 2,073,000

成果に係る評価

　東屋整備については、地域の憩いの場としてはもとより、地元高校生との連携事業とすることで人材
育成にも寄与している。
　堤防一体空間の利活用については、令和7年度より「都市・地域再生等利用区域」の指定予定となっ
ており、官民連携した取組みによりさらなる賑わいが見込まれる。
　今後も、市民や来訪者が集い、憩い、交流し、魅力ある水辺空間を目指して取り組む必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

12,683,410 12,315,100

約7,500人

Ｒ5 18回 約6,500人

Ｒ6 12回 約8,100人

取　組　実　績

1　旧北上川堤防上に石巻工業高校との連携事業による東屋を整備（井内地区）したほか、照明灯（門
脇地区2基）を設置した。

2　中央地区堤防一体空間でのイベント開催、商業活動の実施。
　
3　北上川フェアの開催

成　　　　果

　東屋、照明を整備し、利用者の利便性向上、安全・安心な利活用が図られた。
　中央地区堤防一体空間では、社会実験（イベント開催、商業活動）を継続実施し、「都市・地域再生
等利用区域」の指定範囲や利用方針を検討するとともに、北上川フェア等魅力的なイベントで賑わいの
創出が図られた。

【堤防一体空間イベント活用実績】（かわまち交流広場のみでのイベント除く）

年度 イベント開催数 来場者数

Ｒ2 11回 約3,300人

Ｒ3 25回 約7,500人

Ｒ4 23回

建設部
河川港湾高規格道路整備推進課

　実施計画掲載ページ Ｐ79

目的及び事業内容

　広く市民の方々が川とふれあうことにより、川への関心を高め、河川事業への理解を深めるととも
に、川を活かした街づくりにより地域活性化を図る。

事業 北上川等改修関連推進事業費 ( 1 ) 地域資源を活用した観光誘客を推進する

3 項 河川費

総
合
計
画

第 4 章 多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 水辺を活かした地域活性化事業〔復興基金〕

1 目 河川総務費 第 4 節 地域資源を活かした観光事業の振興
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　排水施設整備工事を実施した。

1　利左衛門堀

　(1)　水路整備工事　Ｌ＝151.3ｍ（繰越）Ｒ6年度完了分

　(2)　水路整備工事　Ｌ＝112.5ｍ　Ｒ6年度完了分

【事業の進捗】

1,466,000

成果に係る評価

　令和5年度から実施してきた水路整備工事により、一部区間において排水不良の解消に繋がり、降雨
時の冠水被害等の防止が図られた。
　今後は、施工箇所の鹿又小学校と石巻北高等学校の間に位置する狭隘な場所となっていることから、
関係機関との協議を十分に行い、児童、生徒の安全を確保しながら事業の円滑な推進を図る。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

43,167,000 43,166,000 41,700,000

取　組　実　績

成　　　　果

　排水不良が生じた排水施設の整備を実施し、事業の進捗を図った。

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ5 34.2％ 13.7％ 40％

Ｒ6 68.4％ 68.4％ 100％

建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　本水路は、道的前の振興住宅等の排水先になっており、排水不良による滞水を解消させることによ
り、住環境の改善と利便性の向上を図る。
・全体計画：延長Ｌ＝311.0ｍ、幅員Ｗ＝2.0ｍ
・施工箇所：鹿又字矢袋屋敷合～鹿又字学校前
・事業期間：令和5年度～令和7年度

事業 流路維持管理費 ( 5 ) 道路整備を推進する

3 項 河川費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 利左衛門堀整備事業

2 目 河川維持費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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　測量設計業務を実施した。

1　真野字内原地内水路改修測量設計業務

　 ・基準点測量　　　Ｎ＝4点

　 ・現地測量　　　　Ａ＝0.002ｋ㎡

　 ・路線測量　　　　Ｌ＝0.09ｋｍ

　 ・用地測量　　　　Ａ＝0.2万㎡

　 ・水路設計等　　　Ｌ＝0.09ｋｍ

【事業の進捗】

3,848,779

成果に係る評価

　当該水路は、長年の土砂の堆積により機能しておらず、大雨などで付近の住宅や畑への冠水被害が発
生していたことから、水路整備のため宮城県との河川占用協議を進め測量設計が完了した。
　今後は、さらに本事業を推進させることで近隣の宅地や畑への被害の軽減が図られる。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

6,000,000 3,848,779

取　組　実　績

成　　　　果

　水路整備に必要な測量設計業務が完了し、速やかに次年度の工事を実施するため事業の進捗を図っ
た。

年度
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ6 23.0％ 14.8％ 64.3％

建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　本水路は、山水を受けるための水路形状が長年の堆積により水路としての機能が低下していたことか
ら、水路整備をすることにより、近隣の畑や住宅への被害の軽減を図る。
・全体計画：延長Ｌ＝100ｍ
・施工箇所：石巻市真野字内原地内
・事業期間：令和6年度～令和7年度

事業 流路維持管理費 ( 5 ) 道路整備を推進する

3 項 河川費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 真野字内原地内水路修繕事業

2 目 河川維持費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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成果に係る評価

　小雨が降るあいにくの天候であったが、普段見ることができない海上自衛隊護衛艦や起重機船の船内
見学もあり多くの来場者が訪れ、地域産業と港の役割・重要性をＰＲすることができた。
　今後も港湾関係者と連携し、多くの市民等に港の役割・重要性を理解してもらえるよう魅力あるイベ
ント開催とし、石巻港の振興発展に努めていく必要がある。

1,000,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,000,000 1,000,000

Ｒ5 大手埠頭
海上自衛隊掃海艦「ひらど」

海上保安庁巡視船「まつしま」
約15,000人

Ｒ6 大手埠頭
海上自衛隊護衛艦「せんだい」
（株）丸本組「第七十七幸丸」

約20,000人

中止

Ｒ4 － － 中止

取　組　実　績

1　「第23回港湾感謝祭」の実施
　(1)　開催日時・場所　令和6年10月6日（日）　石巻港大手埠頭
　(2)　開催内容
　　ア　海上自衛隊護衛艦「せんだい」、（株）丸本組「第七十七幸丸」（起重機船）の一般公開
　　イ　港湾業務艇「翔洋」による石巻港内海上見学会
　　ウ　石巻ひばり野バイオマス発電所見学会
　　エ　陸上ブース（港湾関係官公庁の展示ブース、石巻港立地企業の出店ブース、キッチンカー等）
　　オ　ステージイベント（書道パフォーマンス、麻薬探知犬によるデモンストレーション、餅まき
　　　　等）

成　　　　果

　多くの市民等に来場いただいた。

　【港湾感謝祭開催実績】

区分 会場 船舶 来場者数

Ｒ2 － － 中止

Ｒ3 － －

建設部
河川港湾高規格道路整備推進課

　実施計画掲載ページ Ｐ38

目的及び事業内容

　石巻港で開催する港湾感謝祭を通じて、地域産業と港の役割・重要性を広くＰＲするとともに、港を
活用した地域の活性化を図り、港湾の整備・利用促進に繋げる。

事業 港湾整備推進費 ( 8 ) 河川・港湾の整備を推進する

4 項 港湾費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 仙台塩釜港「石巻港区」利用促進事業

2 目 港湾整備推進費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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36,759.05㎡ 7団体 21,983.12㎡ 7団体

地方債 その他 一般財源

24,000,000 14,645,000

17,405.39㎡計 7団体

成果に係る評価

　本補助金の交付を通じて、未利用地となっていた移転元地の利活用を推進することができ、また、令
和6年度は雄勝地区で官民連携活用地においても補助金を活用し事業を実施するなど、半島沿岸部の活
性化及び地域交流の拡大を図ることができた。
　移転元地の利活用に有効な事業であることから、令和7年度もホームページ等を通じて周知を行い、
事業の普及と未利用地に係る維持管理費の削減を図るものとする。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

14,645,000

15,336.54㎡ 4団体 11,622.19㎡ 3団体 6,823.49㎡

10,581.90㎡

官民連携活用 － － － － 1団体 －

農業利用 2団体 21,422.51㎡ 3団体 10,360.93㎡ 3団体

14,645,000円

成　　　　果

　本事業の実施により、移転元地の利活用を推進することができた。

区分
R4 R5 R6

団体数 面積 団体数

計 7団体 23,510,000円 7団体 14,405,000円 7団体

取　組　実　績

　移転元地等利活用推進事業補助金実績（令和6年度補助金交付状況）

　地区共同利用は、本庁地区、北上地区の2地区、3団体に対して補助金を交付した。農業利用は、雄勝
地区の1地区、3団体に対して補助金を交付した。官民連携活用は、雄勝地区の1地区、1団体に対して補
助金を交付した。

面積 団体数 面積

地区共同利用 5団体

目的及び事業内容

7,113,000円

官民連携活用 － － － － 1団体 1,051,000円

農業利用 2団体 8,313,000円 3団体 4,624,000円 3団体

都市計画総務費 持続可能な行財政運営の推進

予
算
科
目

地区共同利用 5団体 15,197,000円 4団体 9,781,000円 3団体 6,481,000円

区分
R4 Ｒ5 Ｒ6

団体数 補助金額 団体数 補助金額 団体数 補助金額

担当部課 復興企画部復興推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ110

第 2 節

　未利用地となっている移転元地の利活用を推進し、半島沿岸部の活性化及び地域交流の拡大を図ると
ともに、未利用地の維持管理費の削減を図るため、新たに市有地を借り受けて土地利用を行うものに対
し、補助金を交付し事業を支援する。

事業
移転元地等利活用推進事業費（東日
本大震災関係分）

( 2 ) 未利用公有財産の有効な利活用を図る

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 6 章 市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち

8 款 土木費 事業名 移転元地等利活用推進事業〔復興基金〕

1 目
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その他 一般財源

177,309,800 158,171,700 93,754,000 43,600,000 20,817,700

成果に係る評価

　本線部については、令和6年3月25日に全線供用開始した。引き続き関係機関との協議や地元住民と調
整を十分に行いながら、早期の事業完成に向け交差点改良や側道整備等を円滑に進める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

円 4,706,662,779 円 52.9

％

Ｒ6 8,273,384,406 円 8,201,564,231 円 99.1 ％

Ｒ5 8,382,616,336 円 8,043,609,231 円 96.0

成　　　　果

　南中里地区の交差点部における通行の円滑化を図るため道路改良工事に着手し、また、周辺道路の環
境整備や機能保全等を図るための工事を実施した。

年度
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

Ｒ2 8,889,839,728 円

％

Ｒ4 8,889,839,728 円 6,331,921,451 円 71.2 ％

3,443,744,678 円 38.7 ％

Ｒ3 8,889,839,728

　(5)　関連附帯（その４）工事（南中里）　一式

　(6)　関連附帯（その５）工事（南中里）　一式

取　組　実　績

1　業務委託の実施

　(1)　実施設計業務　　　　　　　　　　　一式

　(2)　家屋調査業務　　　　　　　　　　　一式

　(3)　工事積算及び工事監理業務　　　　　一式（Ｒ5からの継続）

2　工事の実施

　(1)　道路改良工事（南中里）　　　　　　Ｌ＝194.7ｍ

　(2)　道路改良（その２）工事（清水町）　Ｌ＝114.0ｍ

　(3)　環境施設整備工事（清水町～南中里）一式

　(4)　道路照明設置工事（南中里）　　　　一式

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　本路線は、末広町を起点とし、清水町、中里地区、北北上運河、ＪＲ石巻線等を越えて国道45号に接
続する重要幹線道路である。中心市街地への円滑な交通の確保を図るため、全線供用が急務となってい
る。また、災害時における避難路、救急輸送道路としての役割等を担う重要路線であることから、整備
を行う。

　延長Ｌ＝570ｍ　幅員Ｗ＝15.0ｍ

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

事業 七窪蛇田線街路整備事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 街路整備事業　七窪蛇田線〔復興基金〕

3 目 街路整備事業費 第 3 節
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1　工事の実施

　新成三丁目公園

・ 遊具（滑り台等） Ｎ＝4基

・ 四阿 Ｎ＝1基

・ ベンチ Ｎ＝4基

・ フェンス Ｌ＝32ｍ

　1公園の整備が完了した。

100.0％

642,700

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

12,000,000 11,942,700 11,300,000

成果に係る評価

　新成三丁目公園が完成し、地域住民の憩いの場となり、心身の健康増進及びコミュニティの形成に繋
がる施設の整備が図られた。引き続き、計画的に公園施設整備工事を実施する必要がある。

取　組　実　績

成　　　　果

年度
整備公園数

達成率
目標値（累計） 実績等（累計）

～Ｒ5 10 10 100.0％

Ｒ6 11 11

建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　土地区画整理事業により市に帰属された14公園について、遊戯施設、休養施設、便益施設等の整備を
行い、街区内に居住する市民が憩いと安らぎを感じる自然空間の創出を図る。

事業 公園管理費 ( 6 ) 公園整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 公園施設整備事業

5 目 公園管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

- 224 -

1 工事の実施

対象公園・更新施設数

※ 遊具：ブランコ、シーソー等の遊戯施設

施設：トイレの便益施設

長寿命化対策に係る工事を実施した。

その他 一般財源

51,103,000 51,102,700 25,550,000 24,200,000 1,352,700

成果に係る評価

　6公園9施設の長寿命化対策が完了し、公園機能の保全と利用者の安全性向上に繋がった。引き続き長
寿命化事業を実施し、適正な公園管理に努める必要がある。
　補助対象とならない公園施設に係る予算の確保が課題となっている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

85.5％

50 119.0％

Ｒ5 55 56 101.8％

達成率
目標値（累計） 実績等（累計）

Ｒ3 29 0 0.0％

合計 8 1 9

成　　　　果

年度
更新施設数

Ｒ4 42

Ｒ6 76 65

1

5 蛇田団地南公園 1 1

6 新中里南公園 2 2

2 新中里西公園 3 3

取　組　実　績

Ｎｏ 公園名 遊具 施設 合計

1 河南中央公園 1

3 明神山公園 1 1

4 蛇田新上浦公園 1

1

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　老朽化の進む都市公園の遊具や施設について、利用者の安全性確保、ライフサイクルコスト縮減の視
点から、計画的な修繕及び更新等の工事を行い、公園施設の長寿命化を図る。

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

事業 公園管理費 ( 6 ) 公園整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 公園施設長寿命化事業

5 目 公園管理費 第 3 節
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1 工事の実施

・ 広場整備 Ａ＝1.2ｈａ

・ 四阿 Ｎ＝1基

・ トイレ Ｎ＝1棟

全体工事費　 155,000,000円

うち、工事前払金  57,040,000円

（※Ｒ7繰越額：97,960,000円）

2 設計業務の実施

・ 四阿、トイレ実施設計　一式

  1,617,000円

　工事及び設計業務を実施した。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

59,040,000 58,657,000 58,657,000

341,991,800 円 77.7％

成果に係る評価

　広場整備工事とあわせ、建築施設の設計業務及び工事を実施し、事業の進捗が図られた。令和7年度
も引き続き工事を継続し、早期完成を目指して事業を進める必要がある。

取　組　実　績

成　　　　果

年度
事業の進捗

達成率
目標値 実績等

Ｒ5 443,334,800 円 283,334,800 円 63.9％

Ｒ6 440,334,800 円

建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ37

目的及び事業内容

　宮城県石巻合同庁舎跡地を取得し、地域住民の心身の健康増進等を図るため、健康づくり機能を有す
る自由に憩える広場を整備する。

事業 公園管理費 ( 6 ) 公園整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 東中里広場整備事業

5 目 公園管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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1 工事の実施

・ 広場整備 Ａ＝0.3ｈａ

・ 園路整備 Ｌ＝299.0ｍ Ｗ＝3.0～6.0ｍ

2 事業用地の取得

・ 用地の取得 Ａ＝268.57㎡

施設整備工事及び用地取得を進めた。

8,368,000

成果に係る評価

　中瀬公園の園路と広場を一部整備したことにより、一般参加者による社会実験として二ホンミツバチ
の養蜂やデイキャンプの開催など、今後の官民連携事業に繋がる活動を実施できた。引き続き関係機関
と協議及び調整を図りながら効率的に事業を進める必要がある。
　また課題として、公園整備事業に係る国庫補助金の内示率が低いため、事業進捗に遅れが生じてお
り、財源の確保が課題となっている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

95,837,000 95,739,400 36,773,000 48,000,000

60.3％

Ｒ6 1,709,098,000 円 1,126,058,080 円

2,598,400

取　組　実　績

成　　　　果

年度
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

65.9％

～Ｒ5 1,709,098,000 円 1,030,318,680 円

建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ37

目的及び事業内容

　震災復興のシンボルとしてこれまでの市の歴史を継承・発信していく、中心市街地の活性化と連動し
たまちなか観光拠点として公園の整備を行う。

事業 中瀬公園整備事業費 ( 6 ) 公園整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 都市公園整備事業（中瀬公園）〔復興基金〕

5 目 公園管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

- 227 -



11,575,172

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

23,176,520 22,939,172 11,364,000

取　組　実　績

1　石巻市総合運動公園陸上競技場測量地質調査業務
　 履行期間：令和6年7月19日から令和7年3月25日まで
 　業務内容：
　(1)　測量調査
　　ア　基準点測量（3級・4級）　　イ　3級水準測量　　ウ　現地測量　　エ　支障物調査
　(2)　地質調査
　　ア　機械ボーリング　　イ　サンプリング　　ウ　サウンディング及び原位置試験
　　エ　室内土質試験　　オ　解析等調査

2　石巻市総合運動公園陸上競技場ＰＦＩ導入可能性調査等業務
 　履行期間：令和6年9月5日から令和7年9月30日まで
 　業務内容：
　(1)　基本計画策定業務
　(2)　ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査業務

3　先進地視察
　 先進地視察「美浜町スポーツ公園陸上競技場（愛知県美浜市）」ほか2

4　アンケート調査
　 スポーツ合宿の取組や効果等に関する自治体（8団体）へのアンケート調査

成　　　　果

1　測量・地質調査業務において、整備予定地の地形・地質に関する基礎データを取得したことで、精
 度の高い概算事業費を算出するために必要な前提条件を整理することができた。
2　ＰＦＩ導入可能性調査等業務で、基本構想や基本計画策定業務において検討した「コンセプト」を
 可能な限り踏まえつつ、概算工事費を精査することができた。また、従来方式とＰＦＩ（ＢＴＯ）方
 式やＤＢＯ方式などの手法を比較検討し、最適な整備手法を検討することができた。
3　最近整備された愛知県美浜町及び春日井市、ＰＦＩ手法により整備された岡崎市の陸上競技場を視
 察し、整備手法や施設内容の参考にすることができた。
4　先進的なスポーツ合宿の取組を行っている自治体（8団体）を対象にアンケート調査を実施し、求
 められる施設や機能に関するニーズを把握することができた。

成果に係る評価

　整備予定地の地形・地質などの基礎データを取得したことで、基本計画の前提条件を整理し、事業を
進める上での課題を精査することができた。
　また、整備内容や施設規模の見直しを行い、より現実的な概算事業費の算出につなげ、さらには、Ｐ
ＦＩを含む複数の整備手法を比較検討し、持続可能で実現性の高い事業手法の方向性を整理した。
　あわせて、先進地視察やアンケート調査を通じて、施設の具体像を把握し、整備に向けた準備を進め
ることができた。
　今後は、陸上競技場の基本計画を策定のうえ、施設整備に向けた諸業務を段階的に推進していく。

市民生活部スポーツ振興課 　実施計画掲載ページ Ｐ103

目的及び事業内容

　「さまざまなスポーツの基本である陸上競技を幼少から身近に体験し、スポーツ振興を通じて、子ど
もたちの未来を紡ぎ、スポーツ全体の向上と市民の健康増進に寄与する」という基本理念のもと、子ど
もから高齢者、障がいのある方まで、すべての市民が日常的に身体を動かせる場となる陸上競技場の整
備を目指す。
　また、陸上競技だけでなく、アスリートの育成や競技力の向上、さらにはスポーツを通じた交流人口
の増加など、多様な価値と豊かな活動が生まれる環境の整備を図る。

事業 陸上競技場整備事業費 ( 2 ) スポーツ環境を整備する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 5 章 豊かな心を育みいのちを未来につなぐまち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 石巻市総合運動公園陸上競技場整備事業

7 目 総合運動公園整備費 第 6 節 生涯にわたるスポーツ活動の推進
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　全世帯の退去が完了した1団地について、用途廃止を行った。

　退去が完了した住宅（住棟）の解体を行い、管理戸数の縮減ができた。

成果に係る評価

　令和7年度から第2期の移転計画が始まるため本計画を改定し、更なる移転の推進に取り組むための施
策や取扱い等を実施することとした。特に第1期移転対象住宅は全て耐用年限を経過していることか
ら、登録制マッチングにより移転を推進することとし、1回目の登録制マッチングを実施した。
　また、令和6年度は第1期移転対象世帯による定期募集等への応募はなかったが、令和7年度からは第2
期移転対象世帯による定期募集等への応募が可能になることから、今後も同制度の周知を行うことで移
転の促進を図る。
　なお、移転事業の推進に当たっては、個別面談による丁寧な説明を基本とし、事業目的や内容に御理
解をいただいた上で、関係各課等と連携しながら事業の推進に努める。移転する意向のない世帯に対し
ては、次年度以降も引き続き丁寧に対応し、事業の推進を図る。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

62,350,000 49,125,600 12,343,000 36,782,600

団地数 戸数 内訳

19 蛇田12、和渕清水2、和渕佐沼川5

3　既存市営住宅等の解体実績

年度 団地数 戸数 内訳

Ｒ6 1 5 和渕佐沼川5

成　　　　果

1　移転世帯数実績
　令和2年度～6年度の移転対象である114世帯のうち、令和6年度の移転実績は30世帯となった。

年度 目標値 移転世帯数 内訳

Ｒ6 40世帯 30世帯
蛇田2、向陽町21、流留1、和渕黄金袋1、河北川の上上納
（下）1、鮎川南第二4

Ｒ6 3

2　既存市営住宅等の用途廃止実績

年度

取　組　実　績

1　計画の説明及び意向調査の実施

　過去に移転を希望しなかった世帯を含む114世帯に対し、個別訪問の上、事業目的及び内容説明を行
い、移転意向調査（4月～5月）を実施した。その際、移転を希望する又は検討可能な復興公営住宅の聞
き取りを行い、今後の住戸マッチングに向けての情報を収集した。

2　移転計画の改定

  令和7年度から始まる第2期に向けて移転計画を改定し、第1期移転対象世帯の更なる移転推進、第2期
移転対象世帯及び借上住宅入居世帯の移転推進のための施策を策定した。

3　抽選会等の実施による移転完了

　複数の世帯から申込みがあった移転先住宅に係る抽選会を実施し、19世帯の移転が完了した。
　落選者等へのマッチングにより、5世帯の移転が完了した。
　住宅の購入により、1世帯の移転が完了した。
　親族宅等を移転先として、5世帯の移転が完了した。

4　移転補償金の支払

　移転が完了した30世帯へ移転補償金を支出した。

建設部住宅課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　既存市営住宅等から復興公営住宅等への移転推進により、入居者の住環境の改善と、移転に伴う不良
住宅の用途廃止を行い、適正な管理戸数の確保を図ることを目的に策定した「石巻市営住宅等の用途廃
止に伴う入居者移転計画」の推進に取り組むもの

事業 市営住宅管理費 ( 3 ) 安全安心な公営住宅を提供する

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 市営住宅入居者移転計画推進事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

15,966,000 14,551,000 7,427,000 7,124,000

Ｒ6 100件 53件 53％

成果に係る評価

　令和4年度から継続的に市のホームページに危険性が高いブロック塀等の位置を公表し、その中で令
和6年度はスクールゾーン内の特に危険性が高いブロック塀の所有者16名に対して、戸別訪問により現
状確認と危険性の説明を行ったが、結果として、除却等改善は0件であった。また、その他の区域につ
いては、231名のブロック塀の所有者に対し、除却協力を通知し、早期の危険箇所の解消に努めた。除
却の実績件数については、令和6年度は令和5年度に類似し、大きな地震が発生しなかったことで市民の
防災意識が薄れたことや物価高騰による経済的な理由が除却費用に充てる家計の優先順位が低くなり、
除却件数が目標値と比較して半減したものと推測する。今後については、地震発生の状況や経済的状況
にもよるが、ブロック塀の危険性について周知を行い、通行人の安全確保には除却が必要であることか
ら事業を継続する必要がある。

成　　　　果

　道路等に面した危険なブロック塀等の除却事業の実施により、地震におけるブロック塀等の倒壊によ
る事故を未然に防止し、児童、生徒など通行人の安全確保が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ2 130件 116件

Ｒ5 100件 64件 64％

Ｒ4 110件 135件 123％

89％

Ｒ3

取　組　実　績

　平成30年度から令和元年度の2カ年に渡り、市内全域16,703件の道路沿いのブロック塀の危険性につ
いて調査し、所有者に対し順次その判定結果を通知した。
　国の社会資本整備総合交付金防災・安全交付金の基幹事業に創設された「ブロック塀等の安全確保に
関する事業」として実施するため、令和2年3月に石巻市耐震改修促進計画を改定し、避難路の位置付け
を行ったうえで、事業の大部分を基幹事業として実施している。
　令和3年度から、除却費用に対する補助金額の算定基準を、1ｍ当り8万円（前年度は1㎡当り4,000
円）を乗じた額又は除却に要する費用の2／3のいずれか低い額（補助限度額30万円。前年度は15万円）
に増額。フェンス等の新設については1ｍ当り8万円（前年度は1ｍ当り4,000円）を乗じた額又は設置に
要する費用の2／3のいずれか低い額（補助限度額10万円）に変更した。
　さらに、令和2年度からは宮城県が「宮城県小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却工事助成事
業」を創設しており、市内の小学校（32校）スクールゾーン内の通学路に面した部分の危険ブロック塀
を除却する際に上乗せで加算金を支給した。加算金の算出基準は、対象となる部分の除却費用の1／6又
は市が負担する額の1／3のいずれか低い額で、除却にかかる市の補助限度額は30万円であり、加算金の
補助限度額は7.5万円としている。

　補助限度額を増額したことにより、多様なケースに対応可能な制度となった。

1　除却補助　除却費用の2／3又は1ｍ当り8万円を乗じた額のいずれか低い額（限度額30万円）

2　設置補助　設置費用の2／3又は1ｍ当り8万円を乗じた額のいずれか低い額（限度額10万円）

3　県補助加算　除却費用の1／6又は市が負担する額の1／3のいずれか低い額（限度額7.5万円）

　申込期間　令和6年4月1日～令和7年3月31日

100件 113件 113％

建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　地震発生時に起こり得る通学路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に防止し、通行人の
安全確保を図るため「石巻市危険ブロック塀除却等事業補助金交付要綱」に基づき、石巻市耐震改修促
進計画に定める避難路に面した危険なブロック塀等を除却する方に対し、除却及び除却後に軽量材で塀
を新設する費用の一部を助成する。

事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木部 事業名 危険ブロック塀除却等事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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　(1)　市は、耐震診断士の派遣に要する費用、対象住宅1棟当たり下記のとおり負担する。

※（　）内の金額については、上部構造の評点が1.0以上で、重大な地盤・基礎についての

注意事項がないため、耐震改修計画を作成しない場合の金額である。

※ 派遣費用は全額公費負担である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,057,000 3,056,500 2,240,000 816,500

Ｒ6 40件 20件 50％

成果に係る評価

　令和6年度に実施した耐震診断の20件全件について、耐震性が低かったことから耐震改修計画を作成
したものであり、住宅所有者が自宅の耐震性を認識することができ、耐震化の必要性を喚起することに
繋がった。
　耐震診断の実績件数については、令和6年度は令和5年度に類似し、大きな地震の発生がなかったこと
もあり、地震に対する備えの意識の低下から耐震診断への申し込みが減少したものと推測する。啓発活
動としては、築年数が高い住宅の多い地区を対象に実施してきた戸別訪問を主としたアクションプログ
ラムは、コロナ禍以降は戸別訪問から啓発通知を戸別送付に切り替えて、令和6年度も実施した。今後
については、戸別訪問による啓発を再開し、住宅所有者が自宅の地震耐力を把握することが改修を考え
る契機となることから、耐震対策の意識を高めるためにも事業を継続する必要がある。

成　　　　果

　木造住宅の耐震診断を実施することにより、現行の耐震設計基準との比較検討がなされ、住宅の耐震
化に対する意識向上が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ2 40件 25件

40件 32件 80％

Ｒ5 40件 22件 55％

Ｒ4 40件 39件 98％

63％

Ｒ3

　(1)　令和6年4月1日～令和6年12月6日

取　組　実　績

　「石巻市木造住宅耐震診断事業実施要綱」に基づき、昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅の
耐震診断を希望する方に対し、市は耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行った。

1　派遣に要する費用

延べ面積 派遣費用総額

200㎡以下 150,800円（133,100円）

200㎡を超え270㎡以下 161,300円（142,600円）

270㎡を超え340㎡以下 171,700円（152,000円）

340㎡を超える 182,200円（161,400円）

2　申込期間

建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　木造住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、震災に強いまちづくりを推進するため、「石
巻市木造住宅耐震診断事業実施要綱」に基づき、市内に存する木造住宅の所有者が耐震診断を希望する
場合、耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行う。

事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 木造住宅耐震診断事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備推進
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,100,000 1,100,000 750,000 350,000

Ｒ6 15件 1件 7％

成果に係る評価

　令和6年度の耐震診断の実施から耐震改修工事に至った件数は1件となり、達成率は7％にとどまっ
た。耐震診断の実施は、令和5年度並みであったものの、耐震改修工事に結びつかない要因として、物
価高騰による人件費や資材単価の上昇が工事費用にも影響し、家計への圧迫が大きな要因であること。
また、地震発生の頻度も減少したことから地震への備えの意識が低下したものと推測する。今後につい
ては、これまでは耐えてきた住宅であっても、次の大地震に耐えうるとは限らないため、もう一度地震
に対する危機意識を高めてもらう必要があることから、啓発文書の送付及び窓口相談やさらにアクショ
ンプログラムでの戸別訪問の際に改修の必要性について粘り強く説明を行い、耐震化率の向上により地
震に強いまちとして安心して市民が生活できるよう事業を継続する必要がある。

成　　　　果

　耐震診断の結果に基づき、現行の耐震設計基準（昭和56年6月以降）に達していない木造住宅に耐震
改修工事を施すことで、現行の耐震設計基準以上の耐力性を満たした建物へと改善が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ2 18件 7件

Ｒ5 15件 6件 40％

Ｒ4 20件 9件 45％

39％

Ｒ3

取　組　実　績

　「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」に基づき、木造住宅の所有者が耐震化工事
を実施した場合、補助金を交付した。

1　補助金額

　(1)　耐震化工事に要する費用の4/5以内の額（限度額1,000,000円）

　(2)　その他改修工事又は建替工事を行う場合は、耐震化工事に要する費用の2/25以内の額を加算

　　（限度額100,000円）

2　申込期間

　(1)　令和6年4月1日～令和7年3月31日

15件 14件 93％

建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　大規模地震による住宅被害を減ずるため、「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」
に基づき、耐震診断を行い、耐震改修計画を作成した市内に存する木造住宅の所有者が、耐震化工事を
実施する場合、補助金を交付する。

事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 木造住宅耐震改修工事助成事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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5,980,000

成果に係る評価

　安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備を図るため、新築・増築や建て替え等を行う際に、土地
の所有者及び建築主等の理解と協力のもと、狭あい道路に接する土地の整備を行った。今後について
も、安全で安心なまちづくりのため、事業を継続していく必要はあるが、これまでは補助金の補助率を
工事に要する費用の4分の3とし、補助金の上限額を設けていなかった。補助金交付の適正性から本市の
「補助金の見直し指針」で示されている適正規模の補助率とするため、補助率を2分の1に引き下げ、併
せて限度額を50万円と設定する見直しを行い、事業を継続していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

9,277,000 8,729,000 2,749,000

Ｒ5 17件 6,062,000円

Ｒ6 18件 8,729,000円

取　組　実　績

　「石巻市狭あい道路整備要綱」に基づき、市街化区域内の幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の
所有者又は建築主等が実施した拡幅整備に対し、助成金を交付した。
1　助成金額
　　 工作物移転工事等費用、登記費用及び境界立会い費用に対し、損失補償基準要綱等により算定
　 した額の3／4以内の額

成　　　　果

　土地の所有者又は建築主等の理解と協力のもと、狭あい道路の拡幅整備を実施することにより、緊急
時の市民の安全が確保され、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備が図られた。

年　度 助成件数 助成額

Ｒ2 18件 4,273,000円

Ｒ3 28件 7,117,000円

Ｒ4 23件 6,504,000円

建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　災害時における避難路を確保し、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備を図るため、「石巻市
狭あい道路整備要綱」に基づき、幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の所有者又は建築主等と協議
を行い、その当該道路の拡幅整備に対し、工事費用等の一部を助成する。

事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 5 ) 道路整備を推進する

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 狭あい道路整備事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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空家等対策取組実績（令和6年度）

1 令和5・6年度石巻市空家等実態調査及びシステム構築業務実施結果

空き家候補数：3,647件

老朽度　Ａ判定：2,111件、Ｂ判定：1,044件、Ｃ判定：306件、Ｄ判定：143件、不明：43件

2 空家等相談件数　222件

相談内訳

　 指導通知等発送件数 246件

3 令和6年度　空き家等無料相談会開催実績　年4回開催（6月、9月、11月、1月）

開催場所：市役所　501会議室

対応者：司法書士、建築士、宅地建物取引士、土地家屋調査士、行政書士

相談件数／相談枠：22件／28件

4 空き家バンク等取組実績（令和3年7月からの延べ件数）

 　空家等登録件数　54件（うち成約件数　22件）　登録事業者数　23者

空家等対策の取組成果（令和6年度）

1 管理不全空家等改善件数　

2 空き家等無料相談会相談内訳（重複あり）

3 空き家バンク等取組実績（令和3年7月からの延べ件数）

4 空き家バンク登録戸数（ＫＰＩ実績）

その他 一般財源

13,484,000 13,240,881 3,116,000 10,124,881

成果に係る評価

　令和5・6年度石巻市空家等実態調査を実施し,空き家候補数と老朽度の件数を把握した。
　空き家無料相談会の開催は、専門家からのアドバイスにより空き家の発生予防や管理不全空家等の改
善につながっている。今後はチラシの配架依頼先を増やし、より効果的な周知方法を検討する。
　固定資産税納税通知書に空き家に関するリーフレットを同封する取組は、空き家の管理方法や利活用
を検討している所有者等から問合せが増加し、空家等対策につながっているため、継続して実施する。
　空き家バンクの登録申込みについて、登録事業者と媒介契約を締結している場合も登録可能となるよ
う「空き家バンク実施要綱」の一部改正を行った結果、登録数の増加につながった。次年度も登録、成
約件数の増加に向け関係団体と連携を図っていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

達成率 45％ 80％ 170％ 100％ －

実績件数 9件 8件 17件 20件 －

設定値 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7（最終）

目標件数 20件 10件 10件 20件 20件

バンク掲載件数 22件 令和7年3月末時点

種別 件数 備考

7件 19件 2件 28件

8件 13件 0件 1件 12件 34件

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

成　　　　果

解体 雑草等繁茂 工作物撤去等 計

計

空家等登録件数 54件

相続 売却 管理 活用 解体

石巻22、河北7、雄勝2、河南11、北上2、桃生3、牡鹿7

成約件数 22件 石巻7、河北2、雄勝1、河南6、北上2、牡鹿4

取　組　実　績

危険家屋環境衛生 利活用 売却 解体

担当部課 建設部住宅課 　実施計画掲載ページ

相続 計

37件 123件 36件 9件 10件 7件 222件

目的及び事業内容

1　目的
　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成27年5月全面施行）及び石巻市空家等の適切な管理に関
する条例（令和2年4月施行）に基づき、令和3年3月に石巻市空家等対策計画を策定し、本計画により本
市の空家等対策を推進するもの
2　事業内容
　(1)　空家等の調査に関する事項　　　　　　　　(2)　空家等の発生予防に関する事項
　(3)　空家等の適切な管理の促進に関する事項　　(4)　空家等の利活用の促進に関する事項

Ｐ34

事業 空家等対策関係費 ( 4 ) 空き家対策を強化する

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 空家等対策推進事業

1 目 住宅管理費 第 3 節
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款 消防費 事業名 消防団ポンプ置場整備事業

3 目 消防施設費 第 3 節

担当部課 危機管理部地域安全推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　消防団の活動拠点として消防団ポンプ置場を整備し、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確
保を図る。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

事業 消防施設関係費 ( 3 ) 消防機能・交通安全を推進する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

9

石巻市消防団拾貫班ポンプ置場 木造平屋建て 67.07㎡ 有 Ｒ6現年

取　組　実　績

　既存の消防団ポンプ置場の老朽化に伴い、更新計画に基づき消防団ポンプ置場3棟を解体新築した。

ポンプ置場名称 事業内容 延床面積 詰所 予算

石巻市消防団皿貝班ポンプ置場 木造平屋建て 53.82㎡

石巻市消防団本町班ポンプ置場 木造平屋建て 69.55㎡ 有 Ｒ6現年

有 Ｒ5繰越

成　　　　果

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地域の消防力の強化及び地域住民が安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

年度 予算
成果指標

達成率
目標値 実績等

Ｒ4
Ｒ3繰越 2棟 2棟

100.0％
Ｒ4現年 2棟

Ｒ6
Ｒ5繰越 1棟 1棟

100.0％
Ｒ6現年 2棟 2棟

2棟

Ｒ5 Ｒ5現年 2棟 1棟 50.0％

その他 一般財源

93,140,000 76,535,000 76,400,000 135,000

成果に係る評価

　消防団ポンプ置場更新計画に基づき、前年度の繰越分も含め3棟のポンプ置場の整備が完了した。
　今後も地域の実情を勘案しながら、更新計画に基づき毎年2、3棟の整備を進める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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9 款 消防費 事業名 耐震性貯水槽整備事業

3 目 消防施設費 第 3 節

Ｒ6現年

担当部課 危機管理部地域安全推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　火災発生時における無水利地域の水利確保のため、消防庁の第6次地震防災緊急事業五箇年計画（令
和3年度～令和7年度）にエントリーし、補助金を活用しながら年4基の耐震性貯水槽を整備することに
より、地域住民の安全で安心な生活の確保と災害対策の更なる充実を図る。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

事業 消防施設関係費 ( 3 ) 消防機能・交通安全を推進する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

予
算
科
目

Ｒ6現年

成　　　　果

　無水利地域へ耐震性貯水槽を設置したことにより、地域住民の安全で安心な生活の確保と消防施設の
充実、強化が図られた。

年度 予算
成果指標

達成率

石巻市大瓜地内（石巻地区） 1基 40㎥ Ｒ6現年

石巻市前谷地地内（河南地区） 1基 40㎥ Ｒ6現年
取　組　実　績

　火災時の重要施設である消防水利の充実強化を図るため、更新計画に基づき耐震性貯水槽を整備し
た。
　

設置場所 設置基数 容量 予算

石巻市高木地内（石巻地区） 1基 40㎥

目標値 実績等

Ｒ2
Ｒ1繰越 4基 4基

石巻市北村地内（河南地区） 1基 40㎥

4基 2基

Ｒ4
Ｒ3繰越 2基 2基

75.0％
Ｒ2現年 4基 2基

Ｒ3
Ｒ2繰越 2基 2基

66.7％
Ｒ3現年

4基 4基

Ｒ6 Ｒ6現年 4基 4基

66.7％
Ｒ4現年 4基 2基

Ｒ5
Ｒ4繰越 2基 2基

100.0％
Ｒ5現年

100.0％

成果に係る評価

　令和6年度は、石巻地区2基、河南地区2基の計4基を整備した。
　現在、市内全体の消防水利は消火栓に偏った整備となっているため、無水利地区と消火栓に偏る地区
を重点的に整備を進めていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

89,900,000 83,439,400 15,984,000 64,000,000 3,455,400
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№

1

2

3

4

5

6

7

担当部課 危機管理部地域安全推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　既存の無蓋式防火水槽は、自然堆積物等（土砂・落葉等）が堆積することで、本来貯水可能な水量が
確保できなくなるほか、円滑な消防活動を行うための消防ポンプに甚大な不具合を発生させることか
ら、水槽内の堆積物等の除去（浚渫作業）を行い、防火水槽を良好な状態で使用できるよう整備するこ
とにより、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

事業 消防施設関係費 ( 3 ) 消防機能・交通安全を推進する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

9 款 消防費 事業名 防火水槽浚渫清掃事業

3 目 消防施設費 第 3 節

河南 石巻市須江字中埣45－3地内

桃生 石巻市桃生町太田字閖前65－6地内

桃生 石巻市桃生町太田字拾貫弐番74－2地内
取　組　実　績

　浚渫整備計画に基づき、年10基の整備を目標に取り組み、7基の浚渫を行った。

地区名 実施場所

河北 石巻市飯野字中山170地内

河南 石巻市北村字太田沢5－5地内

河南 石巻市鹿又字内田149－2地内

桃生 石巻市桃生町太田字北沢34地内

90％

Ｒ3 Ｒ3現年 10基 8基 80％

Ｒ6 Ｒ6現年 10基 7基 70％

成果に係る評価

　総合計画に基づき10基の浚渫整備計画としていたが、浚渫箇所の立地、補水条件により、浚渫可能な
7基の実施となった。浚渫により円滑な消防活動を行うための水利確保ができたほか、地域住民が安全
で安心して生活できる環境の確保が図られた。
　市内には61基の無蓋式防火水槽が設置してあり、これまで浚渫した52基を除く9基について、令和7年
度以降浚渫を進めていく必要がある。
　また、令和6年度は2基の無蓋式防火水槽の有蓋化を実施している。

Ｒ4 Ｒ4現年 10基 9基 90％

Ｒ5 Ｒ5現年 10基 6基 60％

成　　　　果

　無蓋式防火水槽内堆積物等の浚渫を行い、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保が図られ
た。

年度 予算
成果指標

達成率
目標値 実績等

Ｒ2 Ｒ2現年 10基 9基

8,000,000 7,425,000 7,425,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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非常備消防自動車整備事業

3 目 消防施設費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名

事業 消防自動車関係費 ( 3 ) 消防機能・交通安全を推進する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

担当部課 危機管理部地域安全推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　経年劣化した非常備消防自動車を整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進
し、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

目標値 実績等

取　組　実　績

　非常備消防自動車更新計画に基づき、消防ポンプ自動車1台及び小型動力ポンプ付軽積載車2台を整備
した。

車種 台数 配備班

消防ポンプ自動車 1台 石巻市消防団石巻地区団真野東班

小型動力ポンプ付軽積載車 1台 石巻市消防団河北地区団吉野班

小型動力ポンプ付軽積載車 1台 石巻市消防団河南地区団山根班

　経年劣化した非常備消防自動車を整備したことにより、地域住民の安全で安心して生活できる環境の
確保が図られた。

7台 100.0％

Ｒ4 3台 2台 66.7％

Ｒ3 7台 7台 100.0％

Ｒ2 7台

年度
成果指標

達成率

4台 100.0％

Ｒ6 3台 3台 100.0％

成　　　　果

3,323,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

41,000,000 40,084,000

Ｒ5 4台

13,361,000 23,400,000

成果に係る評価

　令和6年度は、非常備消防自動車更新計画に基づき、消防ポンプ自動車1台及び小型動力ポンプ付軽積
載車2台を配備した。
　今後も、火災等の災害から地域住民の生命と財産を保護し、安全で安心して生活ができる環境の確保
を図るため、概ね購入後20年経過を目安に、消防団の班再編計画に合わせ、更新が必要な車両から順次
整備を進める必要がある。
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担当部課

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名 ハザードマップ作成事業〔復興基金〕

5 目 災害対策費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

Ｐ16

目的及び事業内容

　災害発生時に円滑かつ迅速、的確な避難を実施するためには、平時から住民等が避難先や避難経路等
を確認しておくことが有効であることから、被害の範囲や規模、避難に関する情報を掲載したハザード
マップを作成し、防災意識の向上を図り、災害時における適切な避難を確保する。

事業 危機対策費 ( 1 ) 地域防災力の向上を図る

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

602部

牡鹿地区北部 508部

荻浜地区

危機管理部危機対策課 　実施計画掲載ページ

180部

河北地区（大谷地・二俣） 2,687部

雄勝地区 483部

河北地区（飯野川・二俣・大川）・北上地区西
部

1,170部

河南地区 6,823部

桃生地区 2,426部

北上地区 342部

合計 60,813部

成　　　　果

　洪水ハザードマップを配布し地域の浸水状況や土砂災害警戒区域等を周知することにより、有事の際
の迅速な避難を助長し、また、事前に避難先を検討するなど、各家庭や事業所において防災意識の向上
が図られた。
　また、英語版の洪水ハザードマップ及び津波ハザードマップを配布することにより、地域の浸水状況
や避難場所の位置などを外国人の方にも理解してもらうことができた。

成果に係る評価

　洪水ハザードマップ及び津波ハザードマップを防災訓練や防災学習等で引き続き有効活用するととも
に、新たな洪水浸水想定区域が公表された場合には、速やかにハザードマップを更新し配布すること
で、適切な避難行動を促していく。

取　組　実　績

　土砂災害警戒区域等の追記や、中小河川における新たな洪水想定区域の指定に伴う表示、学習面情報
の見直し等を反映した洪水ハザードマップを作成し、市内全戸及び事業所に配布するとともに、市外か
らの転入者及び市内転居者に対し、異動手続きの際に市民課等で配布した。
　また、英語版の洪水ハザードマップ及び津波ハザードマップを作成し、公共施設などに配架した。

行政委員配布による配布実績

種類 配付部数

石巻地区西部・河南地区（鹿又） 34,517部

石巻地区東部 11,075部

牡鹿地区南部

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

一般財源

20,317,923 19,971,160 5,826,000 5,826,800 8,318,360

国(県)支出金 地方債 その他
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災害情報発信事業

5 目 災害対策費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名

事業 危機対策費 ( 2 ) 防災情報を発信する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

担当部課 危機管理部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ17

目的及び事業内容

　既存の防災行政無線・テレビ・ラジオだけではなく、災害情報一斉配信システムを利用したＬＩＮ
Ｅ・メール・電話・ＦＡＸでの配信を行うことで、より多くの市民に災害情報の取得の機会を提供し、
市民の防災意識の向上と市民への災害情報・緊急情報の配信体制の充実を図る。

2件 0件

12,866件 760件

メール 3,461件 3,443件 △18件

ＬＩＮＥ 12,106件

成　　　　果

　登録の推進については、ホームページ掲載や出前講座における広報に加えて、防災フェアや総合防災
訓練等の防災関連イベントにおいても周知を行った。前年度と比較し、メール及び電話による登録者数
はわずかに減少しているが、スマートフォンでのＬＩＮＥ登録に移行したものと考えられ、ＬＩＮＥの
登録者は増加した。

取　組　実　績

　多くの方へ災害情報を配信するため、総合防災訓練、防災フェア、出前講座、市ホームページ等で周
知を行い登録を呼びかけた。

登録者数

項目
登録者数

増加数
令和5年度末 令和6年度末

電話 38件 37件 △1件

ＦＡＸ 2件

合計 15,607件 16,348件 741件

3,432,000

成果に係る評価

　スマートフォンの保有率の増加に伴い、情報取得手段が変化していることから、今後もＬＩＮＥ等Ｓ
ＮＳを中心に登録者が増えるよう周知を行うとともに、メール及び電話、ＦＡＸを含め、市民が容易に
災害情報・緊急情報を取得しやすい環境を整備することで、防災意識の向上を図っていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,432,000 3,432,000
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指定避難所等に配備した主な物資及び数量

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名 災害用備蓄配備事業

5 目 災害対策費 第 3 節

目的及び事業内容

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、避難所運営に係る用品や非常用持ち出し品を持ち出すことができな
かった避難者等のための食糧や飲料水等及び災害応急対策に必要な資機材を各避難場所等に配備及び更
新を行うもの。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

事業 防災推進費 ( 1 ) 地域防災力の向上を図る

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章

14,700食

備蓄計画に基づく配備非常用飲料水 29,400本

担当部課 危機管理部危機対策課 　実施計画掲載ページ

粉ミルク 504箱
取　組　実　績

　石巻市災害時備蓄計画の年次備蓄配備計画に基づき、避難場所等27箇所の非常用食糧及び非常用飲料
水を更新した。
　また、本庁及び各総合支所に備蓄する粉ミルクを更新した。

備蓄物品 数量 備考

非常用食糧

Ｐ16

13,500食 100％

Ｒ3 10,000食 10,000食 100％

Ｒ4 12,000食 12,000食 100％

Ｒ5 11,800食 12,400食 105％

Ｒ6 14,700食 14,700食 100％

成果に係る評価

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、指定避難所などに災害用備蓄品を配備することにより、避難所開設
時における運営の円滑化が図られた。
　今後も社会情勢や環境の変化などに応じた備蓄品の配備のため、石巻市災害時備蓄計画の見直しを
行っていく。

成　　　　果

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、災害用備蓄品を更新することで、災害時に各家庭から非常用持出品
を持ち出すことができなかった避難者等が避難した場合に対する備えの充実が図られた。

主な備蓄品（非常用食糧）の更新状況

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｒ2 13,500食

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

5,318,000 5,317,660 1,772,000 3,545,660
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第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名 自主防災組織機能強化事業

5 目 災害対策費 第 3 節

Ｐ16

目的及び事業内容

　自主防災組織の機能強化による地域防災力の向上を図る。
1　自主防災組織を設立していない町内会、行政区に自主防災組織の新規設立を促す。
2　既存の自主防災組織に対し、防災資機材、防災倉庫、食糧備蓄の整備や防災訓練に係る費用の補助
  を行う。
3　自主防災組織の防災リーダーとして防災士を育成するため、防災士養成講座の受講費用の補助を行
　う。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

事業 防災推進費 ( 1 ) 地域防災力の向上を図る

1 項 消防費

総
合
計
画

防災資機材購入費補助金 7件 794,000円

防災倉庫設置費補助金

担当部課 危機管理部地域安全推進課 　実施計画掲載ページ

成果に係る評価

　令和6年度は、新たに3団体の自主防災組織が設立されたが、未だ地域の組織率に偏りがあることか
ら、更なる自助及び共助の防災意識を向上させるためにも、各地域の区長会等に積極的に出向き、未設
立地区の防災体制状況を把握した上、新規設立に向けた案内と支援を継続する。
　機能強化補助金については、多くの自主防災組織がコロナ禍以前の活動を取り戻し、68組織91件が補
助制度を活用したことで、組織の防災力強化につながった。
　なお、令和6年度以降は、新たな洪水・土砂災害ハザードマップの作成に伴い、津波を含む自然災害
を想定した避難訓練の増加も見込まれることから、機能強化補助金の活用を積極的に促し、各組織が独
自の避難訓練や避難所開設訓練等を実施できるよう、更なる地域防災力の向上を目指す。

2件 551,000円

食糧備蓄購入費補助金 26件 2,094,000円

防災訓練費補助金 56件 1,242,000円

取　組　実　績

　各自主防災組織に積極的な補助金の活用を促すため、市ホームページ等を通じて補助金の周知を図
り、自主防災組織が行う活動に活用いただいたことにより、各地域における防災力の向上が図られた。
　また、防災減災の知識習得を目的として令和7年2月に開催した防災士スキルアップセミナーでは、計
30名の防災士が受講し、各々の知識・技能向上が図られた。

補助実績

補助金種別 交付件数 補助金額

合　計 91件 4,681,000円

成　　　　果

○防災資機材の整備及び食糧備蓄の推進と、防災訓練の実施により地域防災力が強化された。
　防災資機材購入補助金7件、防災倉庫設置費補助金2件、食糧備蓄購入費補助金26件、防災訓練費補助
金56件の合計91件の補助金を交付した。
　特に、補助金を活用して防災訓練を行った組織の数は56件と前年度と比較し8件増加し、避難所開設
訓練・救出救護訓練・消火訓練・炊き出し訓練など地域の状況に合った防災訓練が行われた。

○防災士のスキルアップが図られた。
　防災士養成講座受講費補助金を活用する自主防災会はなかったものの、防災士を対象にしたスキル
アップセミナーを開催した。
　また、令和6年11月に宮城県と共催で実施した防災指導員フォローアップ講習にも36名が参加し、地
域の防災リーダーとしての知識・技能の向上が図られた。

5,056,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

5,890,000 5,056,000
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　旧大須小学校敷地内に防災ヘリポートを整備した。

【整備概要】

・整備場所　石巻市雄勝町大須字大須地内

・敷地造成工 一式

下層路盤（ＲＣ－40　ｔ＝250㎜） Ａ＝1,600㎡

表層（再生密粒度Ａｓ20　ｔ＝50mm） Ａ＝1,600㎡

・区間線工

区画線（溶解式　実線　Ｗ＝450mm） Ｌ＝260ｍ

・伐採工 一式

・夜間灯火装置 一式

ヘリポート整備事業

5 目 災害対策費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名

事業 防災推進費 ( 1 ) 地域防災力の向上を図る

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安心安全に暮らせるま
ち

担当部課 危機管理部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ17

目的及び事業内容

　旧大須小学校敷地内に夜間離着陸が可能な防災ヘリポートを整備し、地域住民の安全確保と迅速な救
急搬送体制の構築を図る。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

19,167,000 18,170,900 18,170,900

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

取　組　実　績

成　　　　果

　旧大須小学校敷地内に夜間離着陸が可能な防災ヘリポートを整備したことにより、大規模災害時等に
おける陸路避難の代替手段の確保及び迅速な救急搬送体制の構築が図られた。

成果に係る評価

　アクセスルートが1か所しかない半島沿岸地域では道路の損傷などにより陸上ルートが断絶された場
合、救助救援が困難となることから、複数のルートを確保することにより地域住民の安全確保が図られ
た。
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業務名 防災行政無線等整備基本計画策定業務

委託期間 令和6年7月11日から令和7年3月28日まで

委託金額 5,487,900円

成果内容

・通信回線の検討

・同報系防災行政無線システムの方式比較

・戸別受信機の比較検討

・防災アプリの導入検討

・同報系防災行政無線システム更新案の提示

防災行政無線更新事業

5 目 災害対策費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名

事業 防災行政無線通信施設管理費 ( 2 ) 防災情報を発信する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

担当部課 危機管理部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ17

目的及び事業内容

　安定した災害情報・緊急情報の配信体制を確立するため、老朽化した防災行政無線設備を更新する。
　また、防災情報の確実な伝達のための機能強化を併せて行い、市民へ確実に災害情報・緊急情報を伝
達する体制を構築する。
　令和6年度　基本計画
　令和8年度　実施計画
　令和9年度～　防災行政無線設備更新

取　組　実　績

　令和6年度は基本計画業務を委託し、防災行政無線の通信回線等の仕様の調査・確認及び整備概要に
ついて検討を行った。

成　　　　果

　防災行政無線同報系システム及び移動系システムにおける通信回線ごとのメリット及びデメリット
や、戸別受信機の種別、防災アプリの導入等について検討を行った。
　また、関係課で構成する庁内検討組織において、防災行政無線の整備概要及び放送内容等に対する意
見聴取等を実施した。

成果に係る評価

　防災行政無線システムにおける各仕様のメリット、デメリット等を比較し、整備概要を検討すること
ができた。今後、基本計画業務の成果を基に、庁内検討組織においてブラッシュアップし、整備方針を
まとめ、実施計画を作成する。

5,487,900

予算の執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

12,900,000 5,487,900
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